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企業集団の状況

　当社の企業集団（パルコネットワーク）は、当社、子会社 20 社及び関連会社 3 社で構成されており、主な事

業内容と会社名及び会社数は次のとおりであります。

主な事業内容 会　　　社　　　名 会　社　数

ディベロッパー事業

　ショッピングセンターの

　開発、経営、管理、運営

当　　社

＜子会社＞

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD
STRAITS PARCO RETAIL MANAGEMENT PTE
LTD
SEIYO INVESTMENT (S) PTE LTD

他関連会社 2 社

当　社

子会社   3 社

関連会社 2 社

専門店事業

　衣料品、雑貨、書籍、CD
　等の販売

　飲食店の経営

　理美容店の経営

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱パルコフーズ

㈱パルコビューティーシステムズ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

他子会社 2 社 子会社   9 社

総合空間事業

　内装工事の設計及び施工

　清掃、保安警備、設備保全

　等のビルメンテナンス

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社 2 社 子会社   3 社

カルチャー＆エンタテインメン

ト等事業

　カルチャースクール等の

　経営

　インターネットを利用した

　情報提供

　ホテルの経営

＜子会社＞

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱パルコ・シティ

㈱パルコ・ドット・ティーヴィー

㈱クレストンホテル

㈱日本乗馬倶楽部

他関連会社 1 社
子会社   5 社

関連会社 1 社
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以上のパルコネットワークについての系統図は、次のとおりであります。

＜パルコネットワーク＞

当社

＜子会社＞

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD
STRAITS PARCO RETAIL
         MANAGEMENT PTE LTD
SEIYO INVESTMENT (S) PTE LTD

他関連会社 2 社

ディベロッパー事業

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱パルコフーズ

㈱パルコビューティーシステムズ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

他子会社 2 社

専門店事業

＜子会社＞

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱パルコ・シティ

㈱パルコ・ドット・ティーヴィー

㈱クレストンホテル

㈱日本乗馬倶楽部

他関連会社 1 社

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社 2 社

総合空間事業

カルチャー＆エンタテインメント等事業

空間デザイン

内装工事

ビルメンテナンス

店舗内出店 店舗内出店

業務提携
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経　営　方　針

（１）経営の基本方針

当社は、「訪れる人々を楽しませ、テナントを成功に導く、先見的、独創的、かつホスピタリティ溢れる商

業空間の創造」という経営理念のもと、都市型商業ディベロッパーとしてショッピングセンターの開発・運

営を行っております。

この理念を踏まえ、当社は企業価値の最大化のため「商業ディベロッパー」に経営資源を集中し、①「都

市型商業施設」の開発・運営をコアビジネスとした本業の強化、②ストック型からフロー型経営への転換を

原則とした効率経営の実現、③総資産、有利子負債の圧縮と収益力の強化による財務体質の改善を推進して

おります。

また、当社グループ（パルコネットワーク）は時代とマーケットの変革を的確に捉え、フレキシブルに対

応できる企業集団として、パルコネットワークを構成しております。これは当社を中心に、パルコネットワ

ーク各社がそれぞれのマーケット情報を持ち、互いに緊密かつ複合的に関連し合いながら、総体としての都

市型商業施設の開発・運営を行い、パルコネットワークの企業価値を高めていくことを基本方針としており

ます。

（２）利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を最重要政策の一つと位置付け、効率的な業務遂行を通じて、収益力の

向上、財務体質の改善など経営基盤の強化に努め、安定的な配当を継続することを基本方針といたしており

ます。

また、内部留保金につきましては、競争力を高め、安定した成長を継続するために設備投資を中心に活用

していく予定であります。

（３）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

当社では、フラットな組織での迅速な意思決定および責任と権限の明確化を継続推進しております。

また、当中間期には「経営改革プロジェクト」を発足し、当社のあるべき姿を追求しながら事業構造並び

に組織の見直しを検討しております。
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経　営　成　績

（１）当中間期の概況

①業績の概要

当中間期におけるわが国経済は、アメリカ経済の減速を背景として、改善基調にあった企業収益、設備

投資が後半より頭打ち状態となり、また失業率も最高水準に達するなど、景気は急速に悪化してまいりま

した。

小売業界におきましても、オーバーストアの状況が続くなか、個人消費の低迷、デフレ傾向の進行など

により依然として厳しい経営環境が続いております。

このような状況のなか、パルコネットワークにおきましては、継続して本業の活性化に集中してまいり

ました。

以上の結果、当中間期は売上高 1,496 億円、営業利益 40 億 96 百万円となり、更に有利子負債の圧縮に

より経常利益は 35 億 36 百万円となりました。また、財務体質の健全化を図るため保有株式の減損等の特

別損失を当中間期において計上し、中間純利益は 8 億 95 百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益 18 億 40 百万円に、非資金項

目となる減価償却費や特別損失及び売上債権の減少額などを調整し、61 億 35 百万円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、店舗改装による有形固定資産の取得などによる支出があった一

方、差入保証金・敷金の返還及び株式会社セゾン株式売却に伴う未収債権の回収などにより、差引き 35 億

63 百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、第三者割当増資による収入があった一方、有利子負債の圧縮を

行ったことから 35 億 8 百万円の支出となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前期末に比べ 62 億 5 百万円増加し、227 億 42 百

万円となりました。

③セグメント別の業績

＜ディベロッパー事業＞

ディベロッパー事業におきましては、当中間期も店舗に権限を大幅に委譲しマーケットに対する迅速な

対応を図るべく「ストアｂｙストア」の方針のもと、消費者に支持される改装、営業企画の実施を推進し

てまいりました。

これまでに全面リニューアルを完了いたしました池袋パルコ並びに宇都宮パルコは、当中間期も改装効

果が持続するなど好調な結果となり、パルコ全店の客数前年比についても 102.1%と伸長いたしました。

また、年間 20 万円以上パルコでお買い上げいただきましたＰＥＣ会員に対して、5 月より通年５%ＯＦＦ

の「ＰＥＣノンストップメンバーズ」ご優待を開始いたしました。なお、ＰＥＣ会員は当中間期に 7 万人

増加し、133万人となりました。

以上の結果、売上高は 1,211 億 91 百万円、営業利益は 36 億 30 百万円となりました。

＜専門店事業＞

専門店事業におきましては、2001 年 6 月 1 日に株式会社アクロスの抜本的な事業構造改革を実施いたし

ました。

主力の雑貨事業である時計の専門店「Ｔｉｃ－Ｔａｃ」、眼鏡の専門店「ポーカーフェイス」、メンズギ

アのセレクトショップ「コレクターズ」、化粧品・化粧雑貨「ローズマリー」を専業化するために新会社株

式会社ヌーヴ・エイに移管、集約いたしました。また、食品事業のうちテナント事業部分はテナント管理

を本業とする当社へ営業譲渡し、業務の合理化を実施いたしました。

以上の２事業分離後の株式会社アクロスは、減資の実施並びに譲渡益によって累積損失を解消いたしま

した。

その他の各社につきましては、経営の効率化を継続推進いたしました。

以上の結果、売上高は 298 億 67 百万円、営業利益は 3 億 21 百万円となりました。

＜総合空間事業＞

総合空間事業は、2000 年 9 月に株式会社西電工と株式会社パルコプロモーションが合併し、両社の経営

資源の集中化、経営の効率化を推進してまいりました。また、合併によって強化されたビルメンテナンス

力と施工技術によってパルコネットワーク外への営業活動を積極的に行ってまいりました。

しかしながら、競合の激化並びに受注価格の低下などの要因により、当中間期の売上高は 145 億 79 百

万円、営業損失は 23 百万円となりました。
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＜カルチャー＆エンタテインメント等事業＞

カルチャー＆エンタテインメント等事業におきましては、株式会社パルコ・ドット・ティーヴィーが 2001
年 4 月 1 日よりリアルな店舗とヴァーチャルを指向する消費者を結びつけパルコに来店していただく新た

な宣伝販促・コミュニケーションの手法として動画の配信を開始いたしました。

また、株式会社パルコ・シティは全国パルコの情報をメールマガジンで月間 40 万部配信するなど、ネッ

ト時代のコミュニケーション対応を強化いたしました。

当中間期の売上高は 17 億 9 百万円となりましたが、今後の事業展開へ向けた先行投資などにより、営業

損失は 1 百万円となりました。

（２）通期の見通し

  今後の経済情勢を展望いたしますと、構造改革プログラムの先行実施に対して補正予算が講じられるな

ど経済再生への取り組みはなされているものの、企業収益及び雇用環境の悪化を背景とした個人消費の回

復力は弱く、景気の回復はさらに遅れるものと予想され、小売業界におきましても、厳しい経営環境が継

続するものと思われます。

  このような状況におきましてパルコネットワークでは、2001 年 9 月 21 日に広島パルコ新館をオープン

させ、以降も心斎橋パルコへの大型テナント｢ロフト｣の誘致、渋谷パルコのレストランゾーン改装・スペ

イン坂新ビル着工など、本業への経営資源の集中投下を継続して実施してまいります。

通期の連結売上高は 3,100 億円（前年度比 100.8%）、経常利益は 63 億円（前年度比 101.5%）、当期純

利益は 15 億円（前年度比 219.6%）を見込んでおります。
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

科目
当中間連結会計期間末

（ 平成13年  8月31日 ）

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

（ 平成13年  2月28日 ）

（　資　産　の　部　）

Ⅰ　　流 動 資 産           

　　　現 金 及 び 預 金           

　　　受取手形及び営業未収金

　　　完 成 工 事 未 収 金           

　　　有 価 証 券           

　　　た な 卸 資 産           

　　　前 渡 金           

　　　前 払 費 用           

　　　短 期 貸 付 金 （ 現 先 ）           

　　　そ の 他 短 期 貸 付 金           

　　　繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           
　　　
　　　流 動 資 産 合 計           

Ⅱ　　固 定 資 産           

　(１)有 形 固 定 資 産           ※1

　　　建 物 及 び 構 築 物           ※2

 　　　機 械 装 置 及 び 運 搬 具           

　　　器 具 及 び 備 品           

　　　土 地           ※2

　　　建 設 仮 勘 定           

　　　そ の 他           
　　　
　　　有 形 固 定 資 産 合 計           

(２)無 形 固 定 資 産           

　　　営 業 権           

　　　借 地 権           

　　　連 結 調 整 勘 定           

　　　そ の 他           　　　

　　　無 形 固 定 資 産 合 計           

(３) 投 資 そ の 他 の 資 産           

　　　投 資 有 価 証 券           

　　　長 期 貸 付 金           

　　　関 係 会 社 長 期 貸 付 金           

　　　長 期 前 払 費 用           

　　　差 入 保 証 金 ・ 敷 金           ※2

　　　繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           

　　　

　　　投資その他の資産合計           

      固 定 資 産 合 計           

Ⅲ　　繰 延 資 産           

　　　社 債 発 行 差 金           

　　　繰 延 資 産 合 計           

２０，５４０

１１，３８８

３，０７８

２，２９６

１０，２９０

４０

９１６

－

６０

５７４

４，６９３

△８３

　　　５３，７９７

　　　　  

４２，１６３

２６４

１，３９８

４１，３７９

８１９

１

８６，０２４

２４１

１０，９４４

８０９

８９９

１２，８９４

１７，１５３

１，５５６

２，６９４

１，３１１

６１，０２６

４，６３９

４４４

△２０６

８８，６２２

１８７，５４１

１６

１６

１３，６６４

１４，２５７

４，４７３

４，０６９

１０，０１６

１９６

８８１

２，９９８

５３

１，０６７

１０，２１０

△１７０

　　　６１，７１８

　　　　  

４３，４９２

２８０

１，４８８

４０，９９１

７７９

１

８７，０３２

２８９

１０，９４４

９０７

９８６

１３，１２７

１２，７３２

１，４２４

２，６０９

１，３５４

６２，４９９

５，３２０

５７９

△２０６

８６，３１３

１８６，４７４

３３

３３

Ⅳ　　為 替 換 算 調 整 勘 定           － ４３

　　　資 産 合 計           ２４１，３５６ ２４８，２６８
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

科目
当中間連結会計期間末

（ 平成13年  8月31日 ）

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

（ 平成13年  2月28日 ）

（　負　債　の　部　）

Ⅰ　　流 動 負 債           

　　　支払手形及び営業未払金

　　　短 期 借 入 金           ※2

　　　未 払 金           

　　　未 払 法 人 税 等           

　　　繰 延 税 金 負 債           

　　　未 払 費 用           

　　　賞 与 引 当 金           

　　　返 品 調 整 引 当 金           

　　　単行本在庫調整引当金           

　　　一 年 以 内 償 還 社 債           

　　　そ の 他           

　　　流 動 負 債 合 計           

Ⅱ　　固 定 負 債           

　　　社 債           

　　　転 換 社 債           

　　　長 期 借 入 金           ※2

      繰 延 税 金 負 債           

　　　退 職 給 与 引 当 金           

      退 職 給 付 引 当 金           

　　　役 員 退 職 慰 労 引 当 金           

　　　受 入 保 証 金           

　　　そ の 他           
　　　

　　　固 定 負 債 合 計           

　　　負 債 合 計           

（　少数株主持分       　）

　　　少 数 株 主 持 分           

（　資　本　の　部　）

Ⅰ　　資 本 金           

Ⅱ　　資 本 準 備 金           

Ⅲ　　連 結 剰 余 金           

Ⅳ    その他有価証券評価差額金           

Ⅴ    為 替 換 算 調 整 勘 定           

Ⅵ　　自 己 株 式           

　　　資 本 合 計           

　　負債、少数株主持分及び資本合計

２７，８５３

４０，６２２

２，０４３

３６６

１５

１，８６１

１，２５３

１０

７４

２４，４００

５，４００

１０３，９０２

２，０００

４，２０４

２０，８１６

１２

－

４３２

６５３

５３，３９９

３３５

８１，８５３

１８５，７５６

４，６１４

２４，４５９

２３，８８４

２，１９５

５５２

△１０４

５０，９８７

△１

５０，９８５

２４１，３５６

３０，９６６

３９，０６９

３，００９

１，２１５

１２

１，４８５

１，２２９

２３

１１８

４，７００

５，４０５

８７，２３４

２１，７００

５，０００

３０，０１０

－

１０３

－

８１４

５３，９５８

５１７

１１２，１０４

１９９，３３９

４，３９３

２１，７９３

２１，２１８

１，５２５

－

－

４４，５３７

△０

４４，５３６

２４８，２６８
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中 間 連 結 損 益 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

　科目

当中間連結会計期間

自平成１３年 ３月　１日

至平成１３年 ８月３１日

前連結会計年度
要約連結損益計算書

自平成１２年 ３月　１日
至平成１３年 ２月２８日

Ⅰ　　売 上 高           
　　　　　　　　
Ⅱ　　売 上 原 価           
　　　　

１４９，６００

１２５，２２５

３０７，４８２

２５７，９２０

　　　　売 上 総 利 益          
　　　　返品調整引当金繰入額
　　　　返品調整引当金戻入額

２４，３７５
－

１２

４９，５６２
１
－

　　　　差 引 売 上 総 利 益          

Ⅲ　　営 業 収 入           

２４，３８８

５８２

４９，５６０

１，４８２

　　　　営 業 総 利 益          

Ⅳ　　販売費及び一般管理費           ※1･2

２４，９７０

２０，８７４

５１，０４３

４３，４５６

　　　　営 業 利 益          

Ⅴ　　営 業 外 収 益           

　　　　受 取 利 息          
　　　　持分法による投資利益
　　　　雑 収 入          

Ⅵ　　営 業 外 費 用           

　　　　支 払 利 息          
　　　　社 債 利 息          

　　　　社 債 発 行 差 金 償 却          
　　　　社 債 発 行 費          
　　　　雑 支 出          

４，０９６

５３４

１１２
８０

３４０

１，０９３

６４１
２５５

                １６
－

１７９

７，５８７

１，１５８

２３７
８８

８３２

２，５３９

１，３７６
７３３

３３
１２

３８３

　　　　経 常 利 益          

Ⅶ　　特 別 利 益           

　　　　固 定 資 産 売 却 益          
　　　　投資有価証券売却益          

　　　　有価証券評価損戻入益※3
　　　　投資有価証券評価損戻入益

　　　　貸 倒 引 当 金 戻 入 益          
　　　　買 取 請 求 和 解 金          
　　　　過年度撤去費修正益          ※4

        そ の 他          

Ⅷ　　特 別 損 失           
　　　　固 定 資 産 売 却 損          ※5
　　　　固 定 資 産 除 却 損          ※6

　　　　投資有価証券売却損          ※7
　　　　投資有価証券評価損          

　　　　ゴルフ会員権評価損          
　　　　貸 倒 引 当 金 繰 入 額          

　　　　役員退職慰労引当金繰入額
　　　　子 会 社 整 理 損          ※8
　　　　関 係 先 事 業 整 理 損          ※9

　　　　そ の 他          

３，５３６

４５６

－
２５

－
－

９０
　　　　　　　３２０

　　　　　　 －

２０

　　　　 ２，１５３
　　　　　　 ２
　　　　 ５６６

　　　　 －
　　　　　１，３１９

　　　　 　　１２１
　　　　 　－

　　　　 　　　　－
　　　　 　　　　 －

　　　　　　 －

　　　　　　 １４２

６，２０５

１，６２８

１０
３

１，２４５
１６２

３７
　　　　　　　　 －
　　　　　　 １６８

－

　　　　 ８，７６４
　　　　　　 １０８
　　　　 １，２５８

　　　　 ５，２１５
　　　　 　　３１７

　　　　 　　１２７
　　　　 　　１２１

　　　　 　　　　９
　　　　  １，１３８
　　　　　　 ２２５

　　　　　　 ２４１

　　　　税金等調整前中間純利益又は

            税金等調整前当期純損失(△)　　　　
　　　　法人税､住民税及び事業税

　　　　法 人 税 等 調 整 額          
　　　　少 数 株 主 利 益          

　　　　　

１，８４０

　　　　 ２０９

　　　 ７３３
　　　　　　　 ２

　　　　　

△９３０

　　　　 １，６６７

　　　 △３，３１８
　　　　　　　 ３７

　　　　中間（当期）純利益          　　　　　　 ８９５ 　　　　　　 ６８３
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　期別

　科目

当中間連結会計期間

自平成１３年 ３月　１日

至平成１３年 ８月３１日

前連結会計年度

自平成１２年 ３月　１日

至平成１３年 ２月２８日

Ⅰ　　連 結 剰 余 金 期 首 残 高           
　　　

Ⅱ　　連 結 剰 余 金 増 加 高           

　　　　連結子会社増加に伴う剰余金増加高

　　　　持 分 法 適 用 会 社 増 加 に 伴 う 剰 余 金 増 加 高

Ⅲ　　連 結 剰 余 金 減 少 高           

　　　　配 当 金          

　　　　取 締 役 賞 与 金          

　　　　連結子会社減少に伴う剰余金減少高

　　　　連結子会社増加に伴う剰余金減少高

Ⅳ　　中 間 （ 当 期 ） 純 利 益           

Ⅴ　　連結剰余金中間期末(期末)残高

１，５２５

－

－

－

２２４

２２４

０

－

－

８９５

２，１９５

６，４５８

９００

６４２

２５８

６，５１６

４４８

５２

３５

５，９８０

６８３

１，５２５
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（単位　百万円：未満切捨）

当中間連結会計期間
自 平成 13 年 3 月  1 日

至 平成 13 年 8 月 31 日

前連結会計年度
自 平成 12 年 3 月 1 日

至 平成 13 年 2 月 28 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

期別

科目 金　　額 金　　額

                 1,840

                 2,135

 　　　　　　　　 　97

　　　　　　　　　　16

                  △87

                    24

　　　　　　　　　△12

                  △43

                 △103

　　　　　　　　　 432

　　　　　　　　 △161

                 △153

                   897

                  △80

　　　　　　　　　  －

　　　　　　　　　 245

                  △25

                 1,319

                    －

                 3,797

                 △275

               △3,108

                 1,147

                    40

                 △930

                 4,659

　　　　　　　　 　286

　　　　　　　　　　33

                    92

                    24

　　　　　　　　　　 1

                 △132

                  △17

　　　　　　　  　　－

　　　　　　　　 △283

                 △268

                 2,110

                  △88

　　　　　　　　　△10

　　　　　　　　　 865

                 5,181

               △1,079

                 1,135

                 3,861

                 1,559

                 △469

               △2,548

                    65

                 7,938

                   124

                 △902

               △1,026

                14,048

                   193

               △2,104

               △1,990

                 6,135

                    －

                    －

               △1,495

　　　　　　　　　　 9

                 △511

　　　　　　　　　  64

                    －

                  △69

　　　　　　　　 1,541

△1,198

  5,298

　　　　　 　　　 △75

                10,147

                  △29

                   123

               △4,096

　　　　　　　　　　93

                 △166

　　　　　　　　　 152

                 1,094

                 △757

　　　　　　　　 2,679

               △4,501

                    －

　　　　　 　　　△726

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 又 は 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失( △)

　　　減価償却費

　　　連結調整勘定償却額

　　　社債発行差金償却

　　　貸倒引当金の増減額

　　　賞与引当金の増減額

　　　返品調整引当金の増減額

　　　単行本在庫調整引当金の増減額

　　　退職給与引当金の増減額

      退職給付引当金の増減額

　　　役員退職慰労引当金の増減額

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息

　　　持分法による投資利益

　　　固定資産売却益

　　　固定資産売却損及び除却損

　　　有価証券・投資有価証券売却損益
　　　有価証券・投資有価証券評価損及び評価損戻入益

　　　子会社整理損

　　　売上債権の増減額

　　　たな卸資産の増減額

　　　仕入債務の増減額

　　　その他の資産及び負債の増減額

　　　その他

　　　　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　法人税等の支払額

　　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出

　　　有価証券の売却による収入

　　　有形固定資産の取得による支出

　　　有形固定資産の売却による収入

　　　投資有価証券の取得による支出

　　　投資有価証券の売却による収入

      連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入

　　　差入保証金・敷金の差入による支出

　　　差入保証金・敷金の返還による収入

　　　受入保証金の増減額

      投資有価証券の売却に伴う未収債権の回収

　　　その他

　　投資活動によるキャッシュ・フロー                  3,563                △6,134
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（単位　百万円：未満切捨）

当中間連結会計期間
自 平成 13 年 3 月  1 日

至 平成 13 年 8 月 31 日

前連結会計年度
自 平成 12 年 3 月 1 日

至 平成 13 年 2 月 28 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

期別

科目 金　　額 金　　額

               △5,029

                 2,662

               △5,275

　　　　　　　　    －

                 △796

                 5,332

                 △224

                  △18

                 △159

               △8,771

                11,699

              △14,814

　　　　　　　　 2,000

              △10,300

      －

                 △448

                  △16

                 △251

               △3,508

                    15

              △20,903

                    13

                 6,205

                16,537

    　　　　　　    －

              △16,877

                32,520

    　　　　　　   894

                22,742                 16,537

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入れの純増減額

　　　長期借入れによる収入

　　　長期借入金の返済による支出

　　　社債の発行による収入

　　　社債の償還による支出

　　　株式の発行による収入

      配当金の支払額

　　　少数株主への配当金の支払額

　　　その他

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

     子会社２０社をいずれも連結子会社としております。連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載して

おりますので省略いたします。

     (株)ヌーヴ・エイは、当中間連結会計期間に提出会社が同社の株式を取得したことにより、子会社とな

ったため、連結の範囲に含めております。

     PARCO BUSINESS DEVELOPMENT PTE LTD は、当中間連結会計期間に PARCO (SINGAPORE) PTE LTD が同社

の株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しております。また、(株)パルコソフトサービスは、

当中間連結会計期間に清算を終了したことにより、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

     関連会社３社はいずれも持分法を適用しております。

     主要な持分法適用会社名   BCH RETAIL INVESTMENT PTE LTD、

                              BCH OFFICE INVESTMENT PTE LTD

     持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

     連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なる子会社は、PARCO (SINGAPORE) PTE LTD 他６社であ

ります。なお、連結子会社のうち、中間決算日が６月中間決算の連結子会社は中間決算日現在の中間財

務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。また、中間決算日が９月中間決算の連結子会社は、中間連結決算日現在で仮決算を実施したう

え連結しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①有価証券

      その他有価証券

        時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法

        （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

        時価のないもの……移動平均法による原価法

    ②たな卸資産

      主として売価還元法による原価法

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

     ①有形固定資産  建物及び構築物（建物附属設備及び構築物は除く）

                         ……主として定額法

                     その他の有形固定資産

                         ……主として定率法

     ②無形固定資産  ソフトウェア

                         ……社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

                     その他の無形固定資産

                         ……定額法

     ③長期前払費用  定額法

（３） 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

       金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸倒懸

       念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

     ②賞与引当金

       従業員に対する賞与の支払いに備えるため、主として支給見込額に基づき計上しております。
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     ③退職給付引当金

       従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

       額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

       なお、会計基準変更時差異（3,847 百万円）については、15 年による按分額を費用処理しておりま

       す。

     ④役員退職慰労引当金

       役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、主として内規に基づく当中間連結会計期間末要支給

       額を計上しております。

     ⑤返品調整引当金

       当中間連結会計期間末以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金

       算入限度相当額を計上しております。

     ⑥単行本在庫調整引当金

       出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規定

       による損金算入限度相当額を計上しております。

（４） 重要なリース取引の処理方法

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５） その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

     消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

   ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）

（退職給付会計）

   当中間連結会計期間より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

   会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

   退職給付費用が 249 百万円増加し、経常利益及び税金等調整前中間純利益は同額減少しております。

   また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払の額は、退職給付引当金に含めて表示

   しております。

（金融商品会計）

   当中間連結会計期間より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

   会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、

   税金等調整前中間純利益は193 百万円減少しております。

   また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、１年以内に満期の到来する有価証券等は流

   動資産の「有価証券」とし、それ以外のものは「投資有価証券」として表示しております。その結果、「有価

   証券」は 4,017 百万円減少し、「投資有価証券」は同額増加しております。

（外貨建取引等会計処理基準）

   当中間連結会計期間より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意

   見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。なお、この変更による損益への影響

   はありません。

   また、前連結会計年度において「資産の部」に計上しておりました為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表

   原則の改正により、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。
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注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　  当中間連結会計期間　  　　 　前 連 結 会 計 年 度         

       ※１．有形固定資産減価償却累計額            ５６，８１８百万円             ５６，６３７百万円

       ※２．担保に供している資産      建物          ４，４８８百万円   建物        ４，５２３百万円

                                       土地          ２，７２３百万円   土地        ３，０８７百万円

                                       差入保証金・敷金    ６２百万円   差入保証金・敷金  ６２百万円

                                     上記に対応する債務               上記に対応する債務

                                       短期借入金    １，４６０百万円   短期借入金      ７３４百万円

                                       長期借入金    ２，５４０百万円   長期借入金 ４ ，１５７百万円

   

（中間連結損益計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　  当中間連結会計期間　  　　 　前 連 結 会 計 年 度         

      ※１．販売費及び一般管理費の主なもの

              貸倒引当金繰入額                              ３百万円                      ３５百万円

              従業員給料                            ５，１８９百万円              １１，３５４百万円

              賞与引当金繰入額                          ９９５百万円                １，１３９百万円

              退職給与引当金繰入額                          ―百万円                      ４７百万円

              役員退職慰労引当金繰入額                    ６９百万円                    １２８百万円

              借地借家料                            ５，８４３百万円              １１，９２５百万円

              単行本在庫調整引当金繰入額                △４３百万円                  △１３２百万円

              減価償却費                            ２，１００百万円                ４，５４６百万円

              共益費戻入                          △３，１８４百万円              △６，５３４百万円

               

※ ２．共益費戻入                       出店契約に基づく管理費受           同     左

                                       入額であります。

      

※３．有価証券評価損戻入益                 ―――――――            前連結会計年度末に、株価

                                                                     水準の下落が臨時的かつ多

                                                                     額であるとして、洗替え方

                                                                     式による低価法の評価損を

                                                                     特別損失に計上したものの

                                                                     うち、当連結会計年度末に

                                                                     株価水準が回復したものの

                                                                     戻入益であります。

※４．過年度撤去費修正益                   ―――――――            受入れ原状回復費用の過年

                                                                     度取崩し額を修正したこと

                                                                     によるものであります。

※５．固定資産売却損                   主な内訳は次のとおりであ     主な内訳は次のとおりであ

                                       ります。                     ります。

                                       器具及び備品   ２百万円      建物及び構築物 ５５百万円

                                                                    土地           ５３百万円

※６．固定資産除却損                   主なものは店内改装に伴って          同     左

                                       建物及び構築物（建物附属設

                                       備）並びに器具及び備品の除

                                       却損を計上したものでありま

                                       す。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　  当中間連結会計期間　  　　 　前 連 結 会 計 年 度         

※７．投資有価証券売却損                  ―――――――           商法第 408 条ノ３の規定に基

                                                                   づき(株)西武百貨店に買取請

                                                                   求を行っていた(株)セゾンの

                                                                   株式について、裁判所により

                                                                   買取価額が決定されたことに

                                                                   より、売却損を計上したもの

                                                                   であります。

※８．子会社整理損                        ―――――――          当社の子会社である(株)ウォ

                                                                  ークの清算に係るものであり

                                                                  ます。

※９．関係先事業整理損                    ―――――――          当社の関係先の清算に伴う負

                                                                  担金に係るものであります。

（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　  当中間連結会計期間　  　　 　前 連 結 会 計 年 度         

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残
高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金                                  ２０，５４０百万円             １３，６６４百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金                    △６５百万円                 △１２４百万円

短期貸付金(現先)                                        ―百万円               ２，９９８百万円

有価証券                                        ２，２６６百万円                       ―百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高        ２２，７４２百万円             １６，５３７百万円
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リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

                                                              　(単位  百万円：未満切捨)

当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度         

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

中 間 期 末     

残高相当額

取 得 価 額     

相 当 額     

減価償却累計額

相 当 額     

期 末 残 高     

相 当 額     

建物及び構築物  ２４６     １８５ 　　６１  ２４６     １６０ 　　８６

器具及び備品  ３，７８０  ２，１５２  １，６２８  ３，９２６ ２，２６８  １，６５８

その他      ４７７     １９８     ２７８      ３５６     １５８     １９８

合　　　計  ４，５０４ ２，５３６ １，９６８  ４，５３０ ２，５８７ １，９４２

（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

                                      当中間連結会計期間      前 連 結 会 計 年 度         

         　 　１　年　内　　　　　　　　　　　７８９百万円　　　　　　８２０百万円

　　　　　　　１　年　超　　　　　　　　　１，２３３百万円　　　　１，１８４百万円

　　　　　　　合　　　計　　　　　　　　　２，０２３百万円　　　　２，００４百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

                                      当中間連結会計期間      前 連 結 会 計 年 度         

　　　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　４９２百万円　　　　　　８５４百万円

　　　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　４５７百万円　　　　　　７８８百万円

　　　　　　　支払利息相当額　　　　　　　　　　２３百万円　　　　　　　５０百万円

　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  （５）利息相当額の算定方法

        リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

        利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

                                       当中間連結会計期間      前 連 結 会 計 年 度         

　　　　　 　１　年　内                          ２百万円                ２百万円

　　　　　 　１　年　超                    　    ０百万円                ２百万円

　　　　　 　合　　　計                          ３百万円                ４百万円
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有 価 証 券

※前中間会計期間に係る「有価証券の時価等」については、中間財務諸表における注記事項として記載しており

ます。

当中間連結会計期間

  １． その他有価証券で時価のあるもの

（単位　百万円：未満切捨）

当中間連結会計期間（平成 13 年 8 月 31 日現在）

取得原価
中間連結貸借

対照表計上額 差額

（１） 株式

（２） 債券

（３） その他

        ６，８０７

              ５０

              ２３

        ７，８９３

              ５０

              １６

          １，０８５

                  ０
                △７

合計         ６，８８１         ７，９５９           １，０７９

２．時価評価されていない主な有価証券

  （単位　百万円：未満切捨）

当中間連結会計期間（平成 13 年 8 月 31 日現在）

中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

       非上場株式

       ﾏﾈｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ

  

                                 ９，２２４

                                 ２，２６６
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前連結会計年度

有 価 証 券 の 時 価 等

                                                                        （単位　百万円：未満切捨）

前連結会計年度

（平成 13 年 2 月 28 日現在）種　　　　類

連結貸借対照表計上額 時　　価 評価損益

３，９９２

２０

５６

４，３０２

２０

５６

３１０

０

―

　流動資産に属するもの

株　　　　式

債　　　　券

そ　 の　 他

小　　　　計 ４，０６９ ４，３８０ ３１０

２，３４３

３０

１２

２，８１５

３０

１２

４７２

０

―

　固定資産に属するもの

株　　　　式

債　　　　券

そ 　の 　他

小　　　　計 ２，３８５ ２，８５８ ４７２

合　　　　計 ６，４５５ ７，２３８ ７８３

   

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

(1)上 場 有 価 証 券        …主に東京証券取引所の最終価格によっております。

(2)店頭売買有価証券…日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

(3)気配等を有する有価証券（(1)、(2)に該当する有価証券を除く。）

                                 …日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等によっております。

(4)非上場の証券投資信託の受益証券

                                 …基準価格によっております。

　　　　   ２．上記の他、自己株式の評価損益は次のとおりであります。

　　　　　　                                                  前連結会計年度

　　　　　　    　資本の部の控除項目    　　　　　　　　             ０百万円

　　　　   ３．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　　　　　　　                                                前連結会計年度

                  固定資産に      店頭売買株式を           １０，３４６百万円

                  属するもの      除く非上場株式
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

※前中間会計期間に係る「デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益」については、中間財務諸表におけ

る注記事項として記載しております。

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間より「金融商品に係る会計基準」を適用し、デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が

適用されておりますので、注記の対象から除外しております。

前 連 結 会 計 年 度         

　　　金利関連

                                                                   （単位　百万円：未満切捨）

前連結会計年度

（平成 13 年 2 月 28 日現在）

契約額等

区

分
種　　　類

うち１年超
時　　価 評価損益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

（金利スワップ取引）

  受取変動・支払固定 １，６１０ １，３５０

　　

△４２

　　

△４２

　　　

合　　　　　計 １，６１０ １，３５０ 　　△４２ 　　△４２

（注）時価の算定方法

当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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セグメント情報

１. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 8 月 31 日）     (単位 百万円：未満切捨)
ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業

専門店事業 総 合 空 間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業

計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高

（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

120,873

317

17,691

12,176

10,256

4,323

1,362

347

150,183

17,164

－

(17,164)

150,183

－

計 121,191 29,867 14,579 1,709 167,347 (17,164) 150,183

営 業 費 用     117,561 29,546 14,602 1,711 163,420 (17,333) 146,086

営業利益又は営業損失(△) 3,630 321 △23 △1 3,926 169 4,096

  (注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

      ２．各事業区分の主要な内容

  (1)ディベロッパー事業･･･････ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

  (2)専門店事業･･･････････････衣料品・雑貨・書籍・ＣＤ等の販売、飲食・理美容店の経営

  (3)総合空間事業･････････････内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメン

テナンス

  (4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業･･･カルチャースクール等の経営、インターネットを利用した情報提供、

                              ホテルの経営

３． 売上高には、営業収入が含まれております。
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前 連 結 会 計 年 度         （自　平成 12 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 2 月 28 日）     (単位 百万円：未満切捨)
ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業

専門店事業 総 合 空 間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業

計 消去又は全社 連結

Ⅰ売上高及び営業損益

売　上　高
（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高

248,224

666

34,220

27,892

23,578

9,765

2,941

691

308,965

39,016

－

(39,016)

308,965

－

計 248,891 62,112 33,344 3,633 347,982 (39,016) 308,965

営 業 費 用     241,895 61,722 33,137 3,608 340,364 (38,985) 301,378

営 業 利 益     6,995 390 207 24 7,617 (30) 7,587

(注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

    ２．各事業区分の主要な内容

(1)ディベロッパー事業･･･…･･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

(2)専門店事業･･･････････…･･衣料品・雑貨・書籍・ＣＤ等の販売、飲食・理美容店の経営

(3)総合空間事業･･････………･内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテ

ナンス

(4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業…･カルチャースクール等の経営、インターネットを利用した情報提供、

                              ホテルの経営等

    ３．売上高には、営業収入が含まれております。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 8 月 31 日）及び前連結会計年度（自　平成

12 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 2 月 28 日）

  全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、

いずれも９０％を越えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

当中間連結会計期間（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 8 月 31 日）及び前連結会計年度（自　平成

12 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 2 月 28 日）

  海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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販 売 の 状 況

                                                                           (単位 百万円：未満切捨)

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
自 平成 13 年 3 月 1 日

至 平成 13 年 8 月 31 日

前 連 結 会 計 年 度         
自 平成 12 年 3 月 1 日

至 平成 13 年 2 月 28 日

衣 料 品        

身 回 品        

雑 貨        

食 品        

飲 食        

そ の 他        

49,817

17,062

21,466

5,537

6,581

20,726

110,421

34,778

44,115

10,964

12,506

36,106

ディベロッパー事業

計 121,191 248,891

専門店事業計 29,867 62,112

総合空間事業計 14,579 33,344

カルチャー＆エンタテインメント等事業計 1,709 3,633

計 167,347 347,982

消去 △17,164 △39,016

合計 150,183 308,965

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

  


